
 
  

ポリシーブック２０１４ 
「ＯＮＥ～想い・仲間・十勝～」 

十勝地区農協青年部協議会 



 
 
 
１．ポリシーブックとは？ 

 ポリシーブックとは、一言で表すと「ＪＡ青年組織の政策・方針集」である。

生産現場の担い手である盟友一人一人が、日頃の営農や地域活動を行っていく

うえでの疑問や問題点を洗い出し、自分たちが目指すべき姿・あるべき姿に近

づくための解決策を積み上げたものであり、特に、問題解決に向け、まずは自

らが取り組むべき行動指針を掲げ、足らざる部分をＪＡグループや行政ととも

に解決していく、という視点でまとめられているのが最大の特徴である。 
 
２．十勝地区の取り組み経過 

 ポリシーブックの取り組みはＪＡ全青協が主体となり平成２２年度から始ま

った。２２年度は、北海道が全国のモデル地区として先行的に取り組み、この

十勝地区でも検討会を開催するなど、作成の下地を作った。 
 ２３年度からは全国・全道的な取り組みとなり、十勝地区においては、管内

各単組から問題点を積み上げる組織討議型の手法でポリシーブックを作成した。 
 ２４年度からは十勝地区全単組においてポリシーブックを作成することを決

定し、作成１年目にはグループ討議等を基にしてポリシーブック作成を行い、

２年目以降は、各年度の取組状況や農業情勢の変化によってポリシーブックの

見直し・修正を行っていくこととした。２６年度現在、管内２４全単組と地区

青協にてポリシーブックが作成され、年度ごとに内容の見直しと改訂が行われ

ている。 
 
３．ポリシーブック２０１４ 

 先述の通り、当協議会においては平成２３年度に作成したポリシーブックの

内容を基本としながら毎年度改訂を行ってきたが、ポリシーブックに基づいた

事業の策定や事業結果の見直しなど、十分な活用ができていなかった。そこで、

青年組織最強のツールであるポリシーブックを十分に活用し、さらに組織活動

を活発化させるため、抜本的な見直しを行うこととした。 
 見直しにあたっては、各単組のポリシーブックから、地区共通の現状を洗い

出し、対応する解決策について理事会を中心にまとめた。 
 今後は、今年度作成したポリシーブックを事業計画の策定や事業実施の基礎

とし、毎年度事業結果とポリシーブックの内容を確認し、必要な見直しを行っ

ていくというＰＤＣＡサイクルの確立を行うべく、取り組んでいく。 
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【農地に関すること】 

 

・農地に関する制度が複雑でわかりづらく、農業者の知識も不足している。 

・土地の貸借によって農地集積が行われる場合が多く、将来的に安定した農地

集約に資する所有権移転が進まない。また、国の政策が貸借中心であるため、

出し手が農地を手放さず、担い手への農地集積（所有権移転）への阻害にな

っている。 

・農地を取得しても、圃場の形状や条件が悪かったり、圃場が飛び地となり集

積されなかったりするため、作業効率は上がらず、規模拡大をしても生産性

は上がっていない。 

 

 

・農地に関する制度や手続きの簡素化・明確化を行うとともに、担い手農業者

が制度の内容をしっかり理解する必要がある。 

・担い手による農地取得を進め、中長期的かつ安定的に農地を集約していく必

要がある。また、生産性向上に向けて、農地集積だけでなく、集積した農地

の基盤整備が必要。 

・地域の担い手が公平に農地の権利移動を行うための仕組みづくりや、土地情

報の充実・活用が必要である。 

 

 

＜地区青協として行うこと＞ 

・研修会や優良事例の紹介等で、土壌診断を活用した土自体の生産性向上など

の土づくりや、栽培技術向上に対する意識・知識を高める。 

・研修会等を通して農地制度に関する知識を深める。 

＜ＪＡグループと一体となって行うこと＞ 

・土地生産性を高めるため、地域にあった栽培技術情報の発信を行う。 

・農地の集積、区画整理を進めるために、関係機関や地域と連携し情報開示に

努める。 

＜行政等に要望すること＞ 

・土地改良や基盤整備に対し長期的な政策支援を行うとともに、圃場生産性改

善に資する農機具への支援を行う。 

・農地取得の際の手続きを簡素化する。 

 

１．農地・地域活性化・鳥獣被害について 

現状（現場の認識） １ 

課題（めざすべき方向性） ２ 

解決策 ３ 
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・非農家の農地の分割相続等による農地の分散を防ぐため、地域の担い手に優

先的に農地を集積する制度を創設する。 

・前作までの輪作体系も考慮に入れた農地の売買、賃貸価格算出を行う。 

・担い手が安定的に農地を取得し、安心して長期的な土づくりや基盤整備を進

めるため、農地を借りて耕作している場合に優先的に購入できる制度や、農

地取得に対する政策支援の創設を行う。 

 

【鳥獣被害に関すること】 

 

・有害鳥獣の食害による農業被害や農作業時の人的被害への不安が、農業所得

の低下や離農の原因となっており、影響が拡大している。 

・ハンターの高齢化などによる人材の不足から、駆除が進まない。 

 

 

・電牧柵や罠の設置などの自己防衛と、ハンターの育成による駆除人材の確保

などの頭数制限対策を合わせて行う必要がある。 

 

 

＜地区青協で行うこと＞ 

・免許取得やわなの設置をテーマに研修会を開催し、有害鳥獣被害軽減のため

知識を習得する。 

・猟友会との連携を図る。 

＜ＪＡグループと一体となって行うこと＞ 

・狩猟免許の取得や電柵の設置の推進など、鳥獣被害軽減に向けた取り組みを

行う。 

・有害鳥獣に対する生産者への啓蒙に努めるほか、消費者への情報発信により

鳥獣害への理解促進を行う。 

＜行政等に要望すること＞ 

・ハンターなどの免許取得支援と人材育成を行う。また、駆除に参加した際の

日当・手当を増額し、ハンターの負担軽減に努める。 

・有害鳥獣被害軽減資材への助成を行う。また、有害鳥獣の頭数制限のため、

狩猟期間の延長、罠猟の規制緩和、檻・罠等の設置個所や貸し出し個数の増

加など、必要な対策を行う。 

・有害鳥獣の加工処理施設の新設や新たな食の提案で、食肉利用を推進する。 

・有害鳥獣の被害マップの作成を進め、意識啓発を行う。 

  

現状（現場の認識） １ 

課題（めざすべき方向性） ２ 

解決策 ３ 
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・大都市への一極集中に伴い、生産現場と消費者の距離が拡大し、消費者と生

産者の相互理解は十分ではない。 

・食生活の変化から消費者の食に対する意識も変わってきており、農産物に対

するニーズも多種多様化している。 

・輸入農畜産物の使用が当たり前になっている中で、国産農畜産物に対する理

解が十分でない。 

・農業や農業組織（ＪＡ、青年部等）に対する消費者の認識が不十分である。 

・消費者が安さを求める傾向が強く、買う側の「適正価格」と作る側の「適正

価格」の間にギャップが生まれている。 

 

 

・消費者と生産者がお互いの意見を交わし、消費者側のニーズを捉え、生産側

の現状を知ってもらうなど、相互理解を図る必要がある。 

・その中で、消費者ニーズに合わせた付加価値の高い農畜産物の生産を行う必

要がある。 

・自分たちで生産している農畜産物に対する知識を深め、国産農畜産物の優位

性（安心安全、おいしさなど）をしっかり発信していく必要がある。 

・理解醸成、情報発信においては、食育等の教育方面からの事業展開を強化す

るなど、効果的かつ青年組織だからこそできる事業を積極的に展開する必要

がある。 

 

 

＜地区青協として行うこと＞ 

・消費者の農村ホームステイを行い、農作業および生活を共にしていく中で、

十勝の農畜産物の生産過程や農業者の現状を理解してもらう。 

・消費者との意見交換の場を設け、消費者と生産者が互いに求めることを確認

し合い、消費者ニーズに沿った営農に活かす。 

・農業ＰＲ事業を企画・実施し、十勝の農畜産物のＰＲを行う。また、輸入農

畜産物に対する国産の優位性を積極的に発信していく。 

・各イベントへの参加を通じて、生産者の顔を直接見てもらうことで、農業や

青年部組織への理解を促す。 

 

現状（現場の認識） １ 

課題（めざすべき方向性） ２ 

解決策 ３ 

２．食と農の理解促進について 
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＜ＪＡグループと一体となって行うこと＞ 

・自分たちで生産している農畜産物に対する知識を深めるべく、学習会や研修

の場を設ける。 

・ホクレンとの意見交換会を通じて、生産者側と販売者側の相互理解、意思の

統一を図り消費者のニーズに応えた提供ができるよう努める。 

・メディアに対するアプローチや積極的な露出により、農業や農業組織が地域

に根付いた組織であることを積極的にアピールする。 

＜行政等に要望すること＞ 

・輸入農畜産物との差別化を図り、国産農畜産物の魅力や安全安心を広く国内

にＰＲする。 

・消費者への食や農業に関する広報活動を行い、また学校授業において農業や

食に基づいたカリキュラムを構築する。 
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・肥料・農薬価格の高騰や気候変動など様々な要因により、経営努力ではカバ

ーできない生産費の上昇が続いている。そのため、経営の収益性が悪化し機

械・設備投資できないなど、経営に悪影響を与えている。 

・従来品種や慣行の栽培体系が近年の気候変動に対応できず、生産性低下を招

いている。 

・新技術等の情報が農業者・関係団体の間で共有されておらず、導入に時間が

かかるなど、有効に活用できていない。 

 

 

・生産者個々によるコスト低減のほか、系統への結集や、流通体系・コストの

見直しを進め、ＪＡグループ全体でコスト低減を行う。 

・販売力強化や農産物のブランド化によって有利販売を行うなど、収益性を高

める必要がある。 

・近年の気候変動や変化する消費者ニーズも踏まえ、農作物の品種改良とそれ

に伴う栽培技術の開発を進める必要がある。 

・農業に関する様々な情報を農業者や関係機関の間で共有し、時代や環境の変

化に対応した農業を確立する必要がある。 

 

 

＜地区青協として行うこと＞ 

・各単組におけるコスト削減やブランド化への取り組みの成功事例を積極的に

収集・紹介し、視察や研修会などの青年部活動につなげる。 

・農業政策や農業技術、新品種等、日々変化する農業情勢について、学習・意

見交換する場を作り、情報の共有化を図る。 

＜ＪＡグループと一体となって行うこと＞ 

・現状のコストについて生産者へ丁寧な情報開示を行うとともに、生産者と協

力し、コスト削減が達成できるような環境を作る。 

・青年部が中心となり、農協間の連携を強め、さらなるブランド力強化、流通・

販売等の効率化を図るきっかけを作る。 

・新品種や新技術を積極的に取り入れて、生産現場への普及を行う。 

・農業関連各機関の意見をまとめ、これからの十勝農業の方向性を生産者と議

論し、発信していく。 

現状（現場の認識） １ 

課題（めざすべき方向性） ２ 

解決策 ３ 

３．畑作経営について 
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＜行政等に要望すること＞ 

・十勝農業の現状に合った農業政策を創設する。 

・担い手が安心して営農できる環境を作るため、長期的な農業経営の安定に資

する対策と、急激なコスト上昇や不作などの環境変化にも緊急的に対応でき

る対策を両立させる。 

・生産者や消費者ニーズを的確にとらえた品種改良、農業技術の革新を行って

いく。 

・生産現場との継続的な意見交換の実施など、生産現場の実態の把握に努める。 
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・飼料価格高騰をはじめとする、経営努力ではカバーしきれない生産コストの

上昇が経営を圧迫している。 

・規模拡大や個体乳量を優先するあまり、飼養管理が追い付かない傾向があり、

病気の増加や繁殖成績低下など、経営に悪影響を与えている。 

・生産費の増加に見合った乳価設定となっていない。乳価決定の経過が分から

ない、乳価の仕組みに対する理解が進んでいない。 

 

 

・生産者個々によるコスト低減はもとより、流通体系・流通コストの見直しを

進め、ＪＡグループ全体でコスト低減を行う。 

・酪農経営の大きな問題である、粗飼料確保やふん尿処理対策の解決に向け、

耕畜連携を進める。 

・生産性向上や労働負担軽減に向け、計画的な施設整備を進め、将来的に安定

して経営できる酪農経営を実現する。 

 

 

＜地区青協として行うこと＞ 

・耕畜連携の推進に向け、情報交換や実践事例の紹介等、研修・学習会を実施

する。 

・飼料効果を十分発揮するため、草地の植生改善への取り組み、飼料給与体系

の見直しに向けた活動を実施する。 

・再生産可能な乳価設定の構築に向け、乳価の決定に係わるプロセスや、乳価

形成の仕組みについて理解を深める。 

・牛乳・乳製品の消費拡大事業を積極的に行う。 

＜ＪＡグループと一体となって行うこと＞ 

・適正乳価形成のため、酪農や牛乳・乳製品のＰＲ活動を実施し、消費者との

信頼や牛乳・乳製品の価格形成に対する理解の醸成に取り組む。 

・家畜飼養頭数の増加に伴う粗飼料確保・糞尿処理対策としての耕畜連携を進

めるため、雑草・家畜伝染病の拡散防止、耕畜双方にとって取り組みやすい

環境を整備する。 

 

 

現状（現場の認識） １ 

課題（めざすべき方向性） ２ 

解決策 ３ 

４．酪農畜産経営について 
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・生産資材や販売にかかるコスト低減のため、生産拠点・流通体系の見直しに

よる効率的で安定的な供給体制を構築する。また、ＪＡグループ全体でマー

ケティングを実施し生産現場の求めるニーズとサービス体制を構築する。 

・酪農支援組織（コントラクター・ＴＭＲセンター・ヘルパー組織等）が持続

的に運営できるシステムを構築する。 

＜行政等に要望すること＞ 

・酪農経営には牛舎や搾乳機械など莫大な投資が必要なことを踏まえ、酪農経

営の主体である家族経営の施設整備に対する支援を行う。 

・耕畜連携を効率的に行うための政策を構築する。 

・防疫体制の強化と適切な糞尿処理対策に対する政策支援を強化する。 

・海外からのエネルギー資源や資材原料の安定的確保は、治安を含む情勢や為

替など、政治的な要素が大きく影響している事から、より多元的で安定的な

調達体制を模索する。 

・再生産可能な乳価の設定については、国策による円安や穀物需要の増加を原

因とした生産費の急激な上昇が影響していることや、生乳自体の品質が高く

なっていることを総合的に評価した上で、消費者負担と国からの補給金の在

り方について検討されるべきである。 

 

  

8 



 

 

 

 

・規模拡大に伴い労働力確保が必要となるが、将来の労働力確保へ不安がある。 

・経営内の労働力だけでは賄えない場合、外部へ労働力を求めることとなるが、

安定的な労働力確保が難しい。 

 

 

・安定的な労働力の確保に向け、農業全体で従事者を増やす必要がある。 

・将来の担い手として後継者や新規就農者の確保を図り、担い手として育てる

ための研修・育成制度を充実させる必要がある。 

・安定した経営継続のため、担い手のパートナー対策を進める。 

 

 

＜地区青協として行うこと＞ 

・経営管理等をテーマとした研修会の開催等により、雇用者・経営者としての

知識を深める。 

・新しい担い手の確保に向け、農業が魅力ある仕事であることを若手農業者で

ある自らが積極的にＰＲする。 

・婚活など担い手のパートナー対策について、こちらから都市部に出向くなど、

これまでの事業にとらわれず新しい発想で取り組みを進める。 

＜ＪＡグループと一体となって行うこと＞ 

・安定的な労働力確保には外部労働者の通年雇用が必須なため、十勝管内２４

ＪＡが全体として通年雇用を提供できるネットワークを検討する。（夏は耕種

農家、冬期間は畜産農家や農業外雇用など通年の雇用体制が構築できないか。） 

・農業従事者（従業員・パート・ヘルパー職員等）を対象に、技術研修を行い、

多種多様な営農形態に対応できる技術を身に着けてもらう。 

・若手経営者に対する労務管理のサポート機能を充実させる。 

・農業後継者や新規就農者の研修施設を創設し、育成システムを確立する。 

・担い手のパートナーに対する農業経営、機械作業等の研修を行う。 

＜行政等に要望すること＞ 

・農業技術取得や人材育成に係る研修会・勉強会に対する支援を行う。 

・新規就農者と受け入れる市町村のデータをまとめるなど、十勝管内一体での

新規就農者受け入れ・育成システムを構築するとともに、支援策の充実・統

一を行う。  

現状（現場の認識） １ 

課題（めざすべき方向性） ２ 

解決策 ３ 

５．担い手対策について 
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・ＴＰＰに関する情報が開示されず、生産現場に将来不安が広がっている。ま

た、国民にＴＰＰの危険性が十分伝わっていないだけでなく、問題が農業だ

けに矮小化されている。 

・農業政策が全国一律なため、十勝農業にあった政策が展開されていない。ま

た、農業政策が頻繁に変わり、安定していない。 

・政策立案を行う組織・人物の生産現場に対する理解が十分ではないのではな

いか。 

 

 

・国際貿易交渉については、多様な農業の共存を基本理念として、例外措置と

して重要品目の関税を維持することが必要。 

・担い手が将来展望を持てるよう、中長期的に安定した国の農業政策の方向性

を確立するとともに、地域の農業実態に合わせた制度の創設が必要。 

 

 

＜地区青協として行うこと＞ 

・ＴＰＰを自分たちの問題としてしっかり認識し、理解を深め、生産者として

の考え方を明確に示す。また、青年部事業等を活用し、一般消費者に対して

も理解を広げていく。 

・現行政策の内容と課題について理解を深め、十勝農業の実態に合った政策と

はどういうものか、自ら考え、共有する。その上で、青年部の意見としてＪ

Ａグループの政策提案等に対する意見反映を行う。 

・政策立案に関わる人物の十勝農業視察等の受け入れ、意見交換の場の設定と

積極的な参加により、生産現場の現状を知ってもらうよう努める。 

＜ＪＡグループと一体となって行うこと＞ 

・ＴＰＰ等の農業振興をないがしろにする国際貿易交渉への反対を強く訴える。

また、国民に対するＰＲ、農業以外の業界との連携を強める。 

・中長期的な農業の未来像を考え、実現に向けた政策提案や要請活動を行う。 

＜行政等に要望すること＞ 

・国際貿易交渉を行う上で、重要品目の関税を維持し、農業振興との両立を図

る。 

 

現状（現場の認識） １ 

課題（めざすべき方向性） ２ 

解決策 ３ 

６．農業政策全般について 
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・中長期的に安定した国の農業政策の方向性を確立するとともに、地域の農業

実態に合わせた制度を創設し、我々若い担い手が夢を持って営農できる環境

を整える。 

・近年のコスト上昇による経営圧迫に対する緊急的な政策支援を行う。 
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・盟友の青年組織やＪＡグループに対する理解が十分深まっていない。また、

地区青協の活動への理解も進んでいない。 

・青年部のＪＡ組織運営や事業への参画が十分進んでいない。また、ＪＡにお

ける青年部の位置付けも定まっておらず、相互理解が十分ではないのではな

いか。 

・ポリシーブック作成の意義に対する認識が薄れるとともに、作成したポリシ

ーブックの効果的な活用が図られていない。 

 

 

・盟友一人一人のＪＡや青年組織、地区青協の意義や活動に対する理解を深め

る必要がある。 

・ＪＡ組織・事業への積極的な参画や意見提言を行う、食育活動や地域貢献な

ど青年組織でしかできない事業を展開するなど、青年組織の存在意義を発揮

する必要がある。 

・ポリシーブックに対する盟友の理解を深めるとともに、効果的な活用と見直

しの繰り返しによるＰＤＣＡサイクルを確立し、青年部活動最強のツールと

して確立する。 

 

 

＜地区青協として行うこと＞ 

・十勝農協青年部協議会広報誌「一歩」の内容見直しや発刊回数の増加など、

盟友一人一人に対する広報を強化するとともに、単組総会や各ブロックの交

流会等へ地区青協役員が積極的に参加し、単組盟友との交流や地区青協事業

のＰＲを行うことで、盟友の地区青協事業に対する理解促進を図る。 

・協同組合運動やＪＡに対する研修会の開催等により、理解を深めたうえで、

各ＪＡの総会や地区別懇談会等の会議に出席し、自らの考えを積極的に発言

するなど、ＪＡへの参画を進める。また、地区青協事業を行う中で、人的交

流や農政等の知識研鑽により、各単組のリーダーである青年部長の資質向上

を行い、各ＪＡの次世代を担う人材育成の場としての機能を発揮し、ＪＡグ

ループ内での青年組織の存在意義を高める。 

・自らの営農だけでなく、食育活動や地域貢献活動へ積極的に参加し、地域内

におけるＪＡ・農業ファンの拡大を行い、地域における存在意義も高める。 

現状（現場の認識） １ 

課題（めざすべき方向性） ２ 

解決策 ３ 

７．青年組織活性化について 
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・自らがポリシーブックの意義について明確に理解し、ポリシーブックができ

た経緯・目的・役割などに対する盟友一人一人の理解を深める。また、地区

青協として積極的なポリシーブックの活用と見直しによるＰＤＣＡサイクル

を確立し、その活動を各単組へ拡大していく。 

＜ＪＡグループと一体となって行うこと＞ 

・青年部が行う食育・ホームステイなどの農業理解醸成・地域貢献事業に対す

るＪＡとしての理解とバックアップを強化する。 
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ＪＡ青年組織綱領 

 

我々ＪＡ青年組織は、日本農業の担い手としてＪＡをよりどころに地域農業の振興を図り、

ＪＡ運動の先駆者として実践する自主的な組織である。 

さらに、世界的視野から時代を的確に捉え、誇り高き青年の情熱と協同の力をもって、

国民と豊かな食と環境の共有をめざすものである。 

このため、ＪＡ青年組織の責務として、社会的・政治的自覚を高め、全国盟友の英知と

行動力を結集し、次のことに取り組む。 

 

１．われらは、農業を通じて環境・文化・教育の活動を行い、地域社会に貢献する。 

ＪＡ青年組織は、農業の担い手として地域農業の振興を図るとともに、農業を通じて地域社会 

において環境・文化・教育の活動を行い、地域に根ざした社会貢献に取り組む。 

 

１．われらは、国民との相互理解を図り、食と農の価値を高める責任ある政策提言を行う。 

  人間の「いのちと暮らし」の源である食と農の持つ価値を高め、実効性のある運動の展開を      

通じて、農業者の視点と生活者の視点を合わせ持った責任ある政策提言を行う。 

 

１．われらは、自らがＪＡの事業運営に積極的に参画し、ＪＡ運動の先頭に立つ。 

  時代を捉え、将来を見据えたＪＡの発展のため、自らの組織であるＪＡの事業運営に主体的に 

参加するとともに、青年農業者の立場から常に新しいＪＡ運動を探求し、実践する。 

 

１．われらは、多くの出会いから生まれる新たな可能性を原動力に、自己を高める。 

  ＪＡ青年組織のネットワークを通じて営農技術の向上を進めるとともに、仲間との交流に       

よって自らの新たな可能性を発見する場をつくり、相互研鑽を図る。 

 

１．われらは、組織活動の実践により盟友の結束力を高め、あすの担い手を育成する。 

  ＪＡ青年組織の活動に参加することによって、個人では得られない達成感や感動を多くの盟

友が実感できる機会をつくり、このような価値を次代に継承する人材を育成する。 

 

（注釈）本綱領は、ＪＡ全青協設立の経過を踏まえて「鬼怒川５原則」「全国青年統一綱領」の理念を受け継ぎ、

創立 50 周年を契機に現代的な表現に改めるとともに、今後目指すべきＪＡ青年組織の方向性を新たに

盛り込んだものである（平成17 年３月10 日制定）。 


